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　謹んで新春のお慶びを申し上げます。
　昨年は4月から副議長として県内外にて様々な貴重な経験をさせていただき
ました。今年も引き続き役目を全うするとともに、県民の皆様が安心して暮らせ
る県土づくりのために全力で汗を流したいと思っております。この1月6日から
は平成29年度当初予算の聴取も始まっており、執行部との本格的なやり取り
は、2月の定例会議から行われます。それまでの間、知事との政策協議をはじめ
執行部との意見交換などの調整にしっかり取り組んでまいります。
　この一年の皆様のご健康とご多幸をお祈り申し上げますとともに、私自身還
暦を迎えるにあたり、なお一層精進してまいる所存です。

今年も滋賀・草津の元気のために
全力投球してまいります！！
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　全国では平成13年度から平成28年度の間に30,825人の警察官が増
員され、警察官1人当たりの負担人口の軽減や刑法犯認知件数の減少等
一定の効果を見ることができました。しかし、滋賀県においては、それで
もなお警察官1人当たりの負担人口が全国2位と、全国平均を大きく上
回っており、警察官1人当たりの刑法犯認知件数・交通事故発生件数・
110番受理件数も全国平均を上回っているなど、警察官の負担は極めて
大きい状態が続いています。さらに、将来の人口減少率が全国で2番目
に低い本県においては、今後さらにその負担が極端に増大することが予
想され、県民生活の安全を確保するためにも、本県の警察官の増員は緊
急の課題となっています。
　このことを受けて、昨年11月30日に、滋賀県選出の国会議員の皆さ
んをはじめ、県議会を代表して文教・警察常任委員会委員長と私奥村の5
名で、国家公安委員会委員長および警察庁長官へ「警察官の増員に関す
る要望書」を直接提出し、本県の警察官の増員が図られるよう強く要望
いたしました。

今回の警察官増員に関する緊急要望の結果については、本
年3月に出る予定ですが、もし仮にこちらの望む成果が得ら

れなかった場合でも、滋賀県の警察官の人員不足は早急に対応
すべき重要な問題ですので、国に対しては今後も引き続き理解
を求めて、強く要望をしていくべきだと考えています。

守山市の調査では、しが農業女子100人プロジェクトの皆
さんと県民参画委員会を実施し意見交換を行いました。滋

賀県では、女性を対象とした「女性のためのアグリビジネス・チャ
レンジ講座」を開催するなど、女性の視点を活かした農業やアグ
リビジネスの担い手の育成に取り組んでいます。それらの施策
の充実を図るためにもしっかり活かしていきたいと思います。

国家公安委員会委員長・警察庁長官へ
滋賀県の「警察官増員」を緊急要望しました。
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環境・農水常任委員会で行政調査を行いました。

「警察官の増員に関する要望書」の提出（平成28年11月30日）
左から 衆議院議員 大岡敏孝氏／衆議院議員 武村展英氏／奥村芳正／国家公安委員会委員長 松本純氏
文教・警察常任委員会委員長 富田博明氏／参議院議員 小鑓隆史氏

奥村  芳正
滋賀県議会議員
県議会 副議長
環境・農水 常任委員会 委員

自民党滋賀県支部連合会
副幹事長
第三選挙区 幹事長代理

ワースト２位 ワースト１位 大差でワースト１位

将来的に、全国平均と比べて突出して警察官の負担が増大するおそれがあります。
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警察官の人口負担の今後（ワーストランキング）

平成27年 平成32年 平成52年

 環境・農水常任委員会では、本県施策の参考にすることを目的に、県内外
での環境・農林水産業を中心とした取り組みの調査を行っています。
今回は岩手県と青森県、県内の守山市にて下記の事例を調査しました。

消化ガス発電・小水力発電による自家消費
をされており、今後は民間事業者と協力し
発電事業も予定されています。

●岩手県北上浄化センター
　［岩手県北上市／H28.11.9］

和牛繁殖農家を支える体制づくりのため、
生産者から母牛、子牛を預かり、管理育成す
るキャトルセンターを開設されています。

●岩手江刺農業協同組合
　［岩手県奥州市／H28.11.9］

「森林・林業日本一のまちづくり」を掲げて、
木工団地の整備や森林・林業教育の推進な
どに取り組み、多くの公共建築物を木材で
建築されています。

●住田町
　［岩手県気仙郡住田町／H28.11.10］

「いわて型チップボイラー」など森林資源を
活用するための研究、開発をはじめ林業の
後継者等の育成にも取り組まれています。

●岩手県林業技術センター
　［岩手県紫波郡矢巾町／H28.11.10］

青森県産初の特A米など良食味米の開発を
はじめ、新形質品種や飼料品種、低コスト
化・省力化・軽労化のための品種の開発に
取り組み、多様な需要に対応されています。

●農林総合研究所
　［青森県黒石市／H28.11.11］

上記プロジェクトメンバーの渡辺維子氏が
運営され、滋賀県産にこだわり自ら野菜の
生産もしながら、卸業や、県産野菜のお弁当
などの生産・販売に取り組まれています。

●食まちアグリケーション
　［守山市／H28.11.24］

県内の女性農業者によって立ち上げられ、女
性農業者間の情報交換や、新たに就農する
女性への支援を行われています。

●しが農業女子100人プロジェクト
　［守山市／H28.11.24］

県民参画委員会での意見交換

岩手県林業技術センターにて




